
 

台風第１５号を踏まえた早期の暴風雨対策を求める意見書（案） 

 

近年、毎年のように大規模な風水害が発生している。昨年は、平成最大の水害

となった７月の西日本豪雨や、９月の台風第２１号が、大変大きな被害をもたら

したことは記憶に新しいところである。 

そして、本年９月の台風第１５号は、非常に強い勢力で首都圏を直撃する事態

となった。 

短期間に集中する豪雨に加え、風速４０ｍを超える記録的な暴風が各地で吹き

荒れ、住宅の損壊やがけ崩れ、工作物の損傷、港湾施設や産業施設の被害など、

多方面に大きな被害をもたらし、被害の全容はいまだ明らかになっていない。 

今回の台風の特徴は、記録的な暴風による深刻な被害である。神奈川県におい

ても、電線や電柱が被災し、随所で停電が発生した。鎌倉市内では、倒木と土砂

崩れにより、通電が絶たれた地区の復旧が困難な事態となり、自衛隊の災害派遣

を要請する事態となった。 

また、千葉県では、広範囲で停電が発生し、復旧も当初の見込みを大幅に超え

て長期化し、県民生活に大きな混乱を与えている。 

今回の台風は、広域的な停電に加え、局所的な停電個所も多く、通信被害も発

生したことで、被災状況の全容の把握が遅れ、被害が長期化する要因にもなった。 

今後、激甚災害法の指定も検討されるものと思うが、指定がなされない場合に

おいても、被害は深刻と言わざるを得ず、政府の適切な支援が必要である。  

また、このような記録的な暴風雨が首都圏を直撃し、深刻な物的被害と長期の

停電をもたらすような事態も想定した対策を立案することが急務である。 

よって国会及び政府は、このたびの台風第１５号による災害復旧に全力で取り

組むとともに、今回の台風被害への対応を検証し、記録的な暴風雨にも対処しう

る今後の対策について、電力会社相互の協力関係や法令の見直しも含めて、早急

に検討し、対応することを強く要望する。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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